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はじめに
日本には2500以上の商工会が存在する。日本経済は事業所数の点で言えば約50％が小規模事業者で占められてい
る。全国の商工会は各地域の小規模事業者を支援するコンサルタント機関として機能している。商工会は地域の民
間業者によって構成される経済団体であるが、日本経団連・経済同友会のような大企業中心の巨大な経済団体と異
なり、所属する事業所に圧倒的に余裕のある財力があるわけではなく会員による会費等の自主財源によってのみで
は十分な運営ができないことから、公的財源が投入され運営されている半官半民型組織である。
近年、商工会を取り巻く地域経済社会の環境は急速に変化している。多くの地域で大規模量販店等の展開によっ
て伝統的な商店街等で営業していた商工会所属の商業者等が大きな打撃を受け、経営基盤を著しく弱体化させてい
る。又、従来商工会が会員に提供してきた融資・税務・会計・労務関係等のサービス業務が純粋な民間企業による
サービスと競合するようになってきている。例えば、かつては小規模事業者の商工会加入の最大のインセンティブ
は資金融資における商工会の力にあり、商工会の国民生活金融公庫などへの融資斡旋システムがあって小規模事業
者は資金を得て地域で経済活動ができた。しかし近年、商工会斡旋による資金融資がなくても地域の民間金融機関
が十分な貸し出しをする傾向になってきている。税務・会計関係においても民間の税理士等による低廉なサービス
が発展してきている。商工会が提供する多様な保険の分野にも民間の保険会社による保険サービスが進出してきて
いる。このような変化の中で会員にとっては商工会に会費を支払って所属しているメリットがかつてほど実感され
ない状況になっている。さらに近年、全国の市町村で行政サイドの合併が相次ぐ中で、合併して成立した新しい広
域の市・町等に対応する形でエリア内の複数商工会が効果的に統合する必要が出てきた。
本稿ではそのような地域経済社会の多様な変化の中で商工会がいかにその組織力を向上させ戦略的に対応すべき
かを考察していきたい。
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１．商工会の全体像
全国の商工会を所管するのは中小企業庁である。中小企業庁の経営支援部経営支援課小規模企業参事官室が商工
会関連行政を直接的に担当している。その下に全国商工会連合会が存在し、全国の商工会の司令塔的機能を果して
いる。47都道府県には都道府県商工会連合会（地域の商工会員は「連合会」と呼ぶことが多い）があり各都道府県
の実情にあった方針・政策などを展開している。そして、全国の市町村の約2500ヶ所に商工会があり、各地域の民
間業者の経営支援と地域社会全体の発展に寄与する機関として機能している。海外事務所としては中国の上海に上
海事務所がある。
全国各地域の商工会数の推移は表１の通りに変化している。即ち、1960年の1739商工会から、1965年に2654、
1970年2741、1975年2816、1980年2859、そして1985年2863商工会と1980年代半ばに商工会数は頂点に達する 。
1990年代以降に商工会数は減少する。即ち、1990年に2847、1995年2822、2000年2801、そして2005年には2598商工
会にまで組織数としては減少する。1990年代以降の商工会数の減少傾向は行政サイドでの市町村合併に連動して段
階的に各市町村に存在していた複数の商工会が合併したことによるものである。2005年だけでも全国50ヶ所以上の
地域でそのエリア内の複数商工会の合併が成立し統合商工会が誕生している。
行政区分と商工会数の関係は表2の通りである。2005年時点で、町にある商工会が全国商工会の53％で最も多い。
市にある商工会は全体の36％である。その中で市に存在する商工会議所と併存している商工会が18％ある 。村に
ある商工会は11％である。
（２）
（１）
中 小 企 業 庁  
経営支援部経営支援課 
小規模企業参事官室 
上海事務所 全国商工会連合会 
　都道府県商工会連合会（４７ヶ所） 
　全国各地域の商工会（約２５００ヶ所・会員総数１００万人） 
（　　　　　　　　） 
図１：商工会総体の組織体系
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１９９０ 
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２８２２ 
２８０１ 
２５９８ 
表１：商工会数の推移
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報
告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
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表３は全国の地域の商工会の規模（所属会員数）別の商工会数とその構成比を示している。会員数100人未満の商
工会が230商工会でその全体の構成比は９％。会員数100人～500人未満の商工会が全国では最も多く1764商工会でそ
の構成比は68％である。会員数500人～1000人未満の商工会は458商工会で構成比は18％。会員数が1000人以上の商
工会は最も少なく146商工会で構成比は５％である。
表４は全国の商工会員の業種別内訳を表している。小売業を経営する会員が一番多く商工会内構成比の26％を占
めている。第２に大きな業種が建設業で21％、第３がサービス業で17％、第４が製造業の15％、第５が飲食・宿泊
業の11％である。卸売業は３％と最も少ない。
従業員規模別の商工会員数とその構成比は表５に示される通りである。経営者１人のみで事業を営む会員が44％
と最も多い。従業員が１～５人の事業所の構成比が40％、従業員６～20人の事業所が11％である。即ち、従業員数
20人以下の事業所が商工会の95％を占めていることになる。商工会はまさに Small Business の団体である。
行政区分と商工会の関係 商工会数 構成比（％） 
市に存在する 
商工会 
町に存在する商工会 
村に存在する商工会 
商工会議所と併存しているケース 
商工会のみで存在しているケース 
４７４ 
４６７ 
１３６５ 
２９２ 
１８ 
１８ 
５３ 
１１ 
 
表２：行政区分と商工会数の関係
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
構成比（％） 商工会数 
２３０ 
１７６４ 
４５８ 
１４６ 
９ 
６８ 
１８ 
５ 
１００人未満 
１００人～５００人未満 
５００人～１０００人未満 
１０００人以上 
会　員　数 
表３：所属会員数別の商工会数
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
構成比（％） 商工会員数（概算値） 
２６万４４００ 
２０万６７００ 
１６万４５００ 
１５万３８００ 
１０万９２００ 
３万　２００ 
７万４２００ 
２６ 
２１ 
１７ 
１５ 
１１ 
３ 
７ 
小売業 
建設業 
サービス業 
製造業 
飲食・宿泊業 
卸売業 
その他 
業　　種 
表４：全国の商工会員の業種別内訳
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
78
表６は経営指導員設置数別商工会数を示している。商工会事務局で地域の民間業者への経営支援等の総合的なコ
ンサルタント業務の中核を担う中心的スタッフが経営指導員である。経営指導員は経済産業大臣が定める資格を持
ち、小規模事業者の経営・技術の改善発展を図るための金融・経理・経営等のアドバイスを行う任務を有している。
通常、経営指導員研修生として採用され中小企業大学校で経営指導員としての知識を得て商工会での実地研修等２
年間の研修期間を経た後に経営指導員として任用される。基本的に経営指導員の設置は商工会の規模に比例する。
全国ベースでみると、１人設置が958商工会で構成比が37％、２人設置が最も多く1205商工会で構成比46％である。
３人設置の商工会が296商工会で構成比が11％になる。
商工会が会員から徴収する年会費は全国一律ではなく各商工会によって独自に設定される。年会費10,000～20,000
円未満という商工会が最も多く全商工会の86％を占める。その他年会費20,000～30,000円未満という商工会が８％、
年会費10,000円未満の会が４％、30,000円以上という商工会が２％ある。
構成比（％） 商工会員数（概算値） 
４３３４００ 
３９６２００ 
１０９７００ 
３０５００ 
１５４００ 
４４ 
４０ 
１１ 
３ 
２ 
０人（経営者のみで運営） 
１～５人 
６～２０人 
２１～５０人 
５１人以上 
従業員数 
構成比（％） 商工会数 
９２ 
２２２１ 
２１４ 
７１ 
４ 
８６ 
８ 
２ 
１０，０００未満 
１０，０００～２０，０００未満 
２０，０００～３０，０００未満 
３０，０００以上 
年会費（円） 
表５：従業員規模別商工会員数
表７：年会費別商工会数
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
構成比（％） 商工会数 
１９ 
９５８ 
１２０５ 
２９６ 
５３ 
２９ 
２０ 
１８ 
１ 
３７ 
４６ 
１１ 
２ 
１ 
１ 
１ 
未設置・合同設置 
１人 
２人 
３人 
４人 
５人 
６人 
７人 
経営指導員数 
表６：経営指導員設置数別商工会数
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
79
商工会の予算・基本方針などの重要決定事項の議決方式も各商工会によって柔軟に制度が形成されている。基本
的には組織内会員の全員を対象にした総会による審議・議決か、組織内会員の代表である総代による審議・議決で
進める総代会方式の２つがある。全国ベースでは総会方式を採用する商工会が1647商工会でその構成比が63％で、
総代会方式を採用する商工会は951商工会で構成比は37％である。
全国の地域商工会の主要財源総額（合算値）は表９に示される通りである。都道府県からの補助金総額が595億円
で収入総額中の46％を占める。また市町村補助金総額が208億円で構成比16％である。公的財源総額は800億円を超
えることになる。構成比で言えば60％以上が公的財源によって支えられている。会費総額は148億円、手数料総額
115億円、商工貯蓄共済事業等受託手数料総額35億円、一般受託料総額29億円と、主要な自主財源総額は327億円で
その構成比は25％である。
全国の地域商工会の主要歳出総額の合算値に関しては、商工会事務局スタッフ等の人件費である指導職員設置費
が624億円と最も多くその構成比は48％になる。地域商工業者への経営支援サービス費用である経営改善普及事業費
は226億円で17％の構成比。経営支援以外の地域社会への貢献のための費用である地域総合振興事業費は193億円で
その構成比は15％である。
全国の地域の商工会には商工会事務局が設置され、多様なカテゴリーのスタッフが配置されている。事務局長は
商工会事務局全体を統括する責任者である。経営指導員は小規模事業者への経営支援業務・総合的な地域振興業務
を担う商工会の中心的スタッフである。記帳専任職員・記帳指導職員は小規模事業者の税務・経理に関する支援を
構成比（％） 商工会数 
１６４７ 
９５１ 
６３ 
３７ 
総会方式 
総代会方式 
表８：重要決定事項議決方式別商工会数
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
構成比（％） 金額（億円） 主要財源 
５９５ 
２０８ 
１４８ 
１１５ 
３５ 
２９ 
４６ 
１６ 
１１ 
９ 
３ 
２ 
県等補助金 
市町村補助金 
会費 
手数料 
商工貯蓄共済事業等受託料 
一般受託料 
表９：全国各地域商工会の主要財源総額（合算値）
全国商工会連合会各年度「決算等に関する公告」等より作成
（2005年度）
（2005年度）
構成比（％） 金額（億円） 主要歳出 
６２４ 
２２６ 
１９３ 
２０５ 
４８ 
１７ 
１５ 
１６ 
指導職員設置費 
経営改善普及事業費 
地域総合振興事業費 
管理費 
表10：全国各地域商工会の主要歳出総額（合算値）
全国商工会連合会各年度「決算等に関する公告」等より作成
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専門に行なう職員であり、一般職員・補助員は経営指導員等を補助し商工会を運営するための事務全般を行なうス
タッフである。全国ベースでの総人数は、事務局長が1897人、経営指導員4898人、記帳専任職員2805人、記帳指導
職員632人、一般職員347人、補助員3110人で、職員合計は13689人である。
地域の商工会を指導するのが都道府県単位に設置されている都道府県商工会連合会である。表11は都道府県商工
会連合会の職員総数を示している。その専従職員は常勤役員が44名、商工会指導員403名、専門経営指導員278名、
経営指導員148名など1348名が勤務している。
２．商工会の組織的特徴
商工会は純粋な民間経済団体や公共団体等とは異なる以下のような独自の組織的特徴を有する機関である。
２．１　半官半民型組織
基本的に商工会は地域の民間業者によって構成される民間団体の側面を持つ。会費を支払う地域の商工業者が全
体的な運営の方針を出し、役員・総代等商工会幹部は地域の商工業者から選出される。会員である商工業者と商工
会事務局の関係は一般的には会員（商工業者）が上位に位置し、事務局は多様な商工会業務の実務的な面を担う補
助的部署とみなされている。よって、会長・副会長・支部長・部会長・委員長などの組織運営上の要となるポスト
人　数 役　職　名 
１８９７ 
４８９８ 
２８０５ 
６３２ 
３４７ 
３１１０ 
１３６８９ 
事務局長 
経営指導員 
記帳専任職員 
記帳指導職員 
一般職員 
補助員 
　　　　　　　合計 
表11：全国各地域商工会の職員総数
人　数 役　職　名 
４４ 
４０３ 
２７８ 
１４８ 
２３ 
１１７ 
２２０ 
１１５ 
１３４８ 
常勤役員 
商工会指導員 
専門経営指導員 
経営指導員 
経営指導員研修生 
一般職員 
補助員 
嘱託専門指導員 
　　　　　　　合計 
表12：都道府県商工会連合会の職員総数
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
（2005年10月末時点）
中小企業庁各年度「中小企業実態基本調査」、全国商工会連合会各年度「事業計画書」・「事業報告書」、各県等商工会連合会「商工会白書」等より作成
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には事務局職員は就けないシステムになっている。また、事務局職員の業務評価を会員（商工業者）の代表である
会長が査定する制度を採用している商工会も多い。このような点では商工会は商工業者中心の民間組織とも言える。
しかし一方で、商工会はその運営財源の約60％が公的資金で賄われ、事務局スタッフの給与の主要部分も公的予
算でカバーされるという公共団体的な側面も持つ。各商工会に勤務する経営指導員という職種は政府認定の公的資
格をもったスタッフであり、公的資格を有したスタッフが事務局組織の中心をなしている。公的財源でかなりの部
分が支えられるということから、商工会自体が倒産するというリスクは小さい。これは反面では、制度的に地域の
商工会自体・商工会事務局に民間企業並みの事業運営への緊張感がなくなり多様な組織的非効率を発生させること
にも通じる。
２．２　民主型・グラスルーツ型組織
商工会総体は全国的な組織である。しかし中小企業庁・全国商工会連合会から全国の商工会に向けて一律の指示
を与え全国的なアクションを起こすとか、都道府県の商工会連合会が各地域の商工会に指示を与え迅速に地域商工
会を動かすというトップダウン型の組織ではない。むしろ逆で、全国に2500以上ある地域商工会に自主的運営がか
なりまかされる民主型組織として機能しているのが商工会である。それは一つには商工会が公的財源に支えられる
面があるとは言え、小規模ながら民間セクターに属する民間企業を会員として組織される団体だからと考えられる。
また商工会は長期に渡って地域に密着してビジネスを展開している多くの業者によって形成されるグラスルーツ型
組織である。よって、商工会は各地域の実情を極めてよく把握しそれらを正確に反映した運営を展開する傾向があ
る。しかし他方で、全国会員総数が100万を超えるほどの大規模組織であるのに十分な政治力を発揮できないという
面もある。
２．３　重層的組織編成
地域の商工会組織はその地域の歴史・伝統等の影響を色濃くうけて形成されている傾向が強い。多くのエリアで、
歴史的に一般会員は自己の展開するビジネスに関係した同業者の組合や商店街組合等に所属してきており、多数の
組合・組織をまとめる形で地域に商工会が形成されている場合が多い。地域の業者の所属への選択は多様である。
伝統的な同業者組合等には所属しているが商工会には属さないケースもある。又、地域には1960年の商工会法によ
って政府主導的に商工会が成立する以前から、極めて狭小なエリアで民間業者だけで純粋な「民間経済団体」を形
成していた地域があり、そのような地域では商工会結成後も狭小なエリアの民間経済団体を商工会の「支部」とし
てまとまりを温存している所もある。そのような商工会では支部が存在し、会員の中から支部長が選出され支部エ
役員（会長・副会長・部会長・委員長・支部長等） 
総代 
一般会員 
会　員 
（民間商工業者） 
事務局長 
経営指導員 
記帳専任職員等 
事務局 
商　工　会 
図２：地域の商工会における会員（商工業者）・事務局の関係
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リアにおいて大きな影響力を有している。
地域商工会の一般的な組織編成としては、商業・製造業・飲食・サービス・観光等の業種別に会員をグルーピン
グし商業部会・工業部会・飲食サービス部会・観光部会という形で組織し、さらに商工会全体の総務・広報・福利
厚生・貯蓄共済・融資斡旋などの主要業務を担当する委員会を商工業者の代表で組織するというマトリックス型編
成を採用する所が多い。
２．４　地域総合振興型組織
商工会法第３条に「商工会は、その地区内における商工業の総合的な改善発達を図り、あわせて社会一般の福祉
の増進に資することを目的とする。」とあり、商工会の目的が２つ明記されている。即ち、各エリア内の商工業の発
展と、各エリアの総合的な福祉への貢献である 。商工会は地域の商工業者への経営支援だけでなく、地域社会全
体を発展させることを組織的使命としている。実際、商工会の基本業務は会員への経営改善普及事業という経営支
援業務であるが、一方で経営支援以外にも各地域の福祉一般を振興する地域総合振興業務を展開している。全国の
地域商工会全体で地域総合振興事業費として約190億円が使われている。地域のイベント支援、地域の環境・景観美
化運動等地域を活性化させる多様なプロジェクトに商工会は取り組んでいる。将来的に日本は本格的な地域主導型
社会に移行すると予想される。その中で商工会の地域総合振興機能はますます重要になってくると考える。
（３）
商　　　工　　　会 
商業系 
組　合 
工業系 
組　合 
建築系 
組　合 
理容系 
組　合 
サ ビース系 
組　合 
観光系 
組　合 
商店街 
組　合 
その他 
組　合 支　部 
図３：商工会と伝統的同業者組合等
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図４：商工会のマトリックス型組織編成
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３．商工会の環境変化
近年、商工会を取り巻く環境は急速に変化している。全国の各地域の商工会に共通した主要な変化として考えら
れるものには以下のような現象がある。
①大規模量販店等の進出→伝統的商店街の衰退
②民間セクターの発展・洗練化→商工会サービスとの競合
③地方自治体等の財政の悪化→対商工会補助金の削減
④小規模事業者における後継者問題
⑤急速な行政合併への対応
⑥地域主導型社会への移行→地域総合振興業務の拡大
即ち、第１に郊外立地の大規模量販店等の展開によって旧来の伝統的な中心商店街で営業をしてきた地域の商業
者が大きな打撃を受け経営基盤を極度に弱体化させる傾向がある。第２に従来商工会が提供していた金融・税務会
計・保険関係等のサービス分野に地域の民間セクターが進出し商工会提供サービスと競合するようになってきてい
る。例えば、かつてはマル経（小企業等経営改善資金融資制度）への商工会の斡旋システムがあって小規模事業者
は十分な事業資金を得ることができた。小規模事業者の商工会加入の最大の理由も資金融資における商工会の融資
斡旋の力にあった。しかし近年、商工会斡旋による資金獲得がなくても、地域の金融機関が十分な貸し出しをする
傾向が強くなってきている。税務・経理関係においても民間の税理士等による低廉なサービスが発展してきている。
商工会が提供する多様な保険の分野にも民間の保険会社による保険サービスが進出してきている。第３に商工会の
財政は部分的に公的な補助金によって支えられてきたが、人口高齢化による福祉予算拡大等の要因によって地方自
治体等の財政が悪化し、商工会への補助金も段階的に削減せざるをえない状況になっている。今後も国・県・市町
村レベルでの財政改善の方針から商工会への補助金はさらに削減される方向にある。商工会自体の自主財源を拡大
する等、各商工会の財政を安定化させることが課題になってきている。第４に小規模事業者における後継者問題が
ある。特に大規模量販店等の展開によって経営基盤が劣化した事業体では若年層がそれを引き継ぐことを躊躇する
ことが極めて多くなってきている。第５に近年の行政サイドでの合併への対応の課題がある。即ち、1990年代末以
降全国の市町村の行政サイドで合併が相次ぐ中で当該エリア内にある複数の商工会もスケール・メリットを指向し
て統合する動きが出てきた。しかし行政合併のように特定の利益誘導がある分けでもなく、又商工会間での組織
率・財政力格差が大きい場合等、商工会の統合が迅速にはいかないケースが出てきている。第６に将来的な地域主
導型社会への対応の課題がある。即ち、国の本格的な地方分権の推進施策によって、ますます地域の自立と地域の
自己展開力が求められてきている。商工会に対しても従来からの経営支援業務以上に地域の総合的振興にいかに貢
献するかが重要になってくると予想される。
環境変化の詳細は各地域によって多様である。諸条件を冷静に分析しつつ各商工会が効果的な戦略的対応を実行
することが重要である。以下共通して採りえるいくつかの組織力向上への政策提言を示したい。
４．商工会の組織力向上への政策提言
商工会の組織力向上への戦術として以下のようなことが考えられる。
４．１　職員の戦略的ポジションへの任命
現行の商工会の制度では、部会長・委員長・支部長等の戦略的に重要なポストになり手が存在しないという地域
もある。即ち、自己の事業で多忙な中で役職を遂行することを躊躇する傾向がある。躊躇しがちで時間的にも余裕
のない商工業者の会員が商工会運営を左右するポストに就いたとしても、十分に任務を果たすことができないのは
当然である。一般会員と専従職員で構成される NGO・NPO 等の団体で成功しているケースを分析すると、専従職
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員が組織の支柱となるポストにつき活躍している場合が多い。商工会においても専従職員が戦略的ポストについて
活躍する制度に変えることも検討して良いのではないかと考える。
４．２　結集の強化　
組織を強化するには会員を恒常的に結集することが重要である。定期的に結集して会合を開催する意義は大きい。
現実の地域の商工会では、部会単位・支部単位等で恒常的には結集していなかったり、全会員を結集する総会を年
複数回は開催していないケースが多い。それでは組織力は向上しない。少なくとも、部会単位・支部単位等で月１
回結集することや、上半期・下半期で総会を開催し全会員を結集する必要がある。結集の強化は会員間の人的交
流・情報交流を活発にし所属意識・団結の意識を高める。結果として組織力を向上させそれが対外交渉力の強化に
も連動していく。
４．３　商工会所属メリットのアピール
商工会が提供している税務・金融・経営相談・労務・保険等の分野でのサービスは実に多様である。低廉な会費
によって経営に関する多くのサポートが受けられるシステムになっている。又商工会から提供されるサービスの価
格は極めて安価である。もし商工会が存在せず純粋な民間セクターに商工会サービスが代替された場合、年間１万
円程度の会費（価格）ではこれだけのサービスはカバーできないと考える。しかし一般的に商工会員の中にそのよ
うな大きな所属メリットが浸透していない場合がある。幹部・職員を中心として地域商工業者への商工会提供サー
ビスの徹底したアピールが必要である。
税務・経理関係サービス 
金融関係サービス 
経営関係サービス 
 
 
 
 
労務関係サービス 
 
保険関係サービス 
 
 
 
 
 
 
 
地域総合振興サービス 
税務相談・帳簿の記帳代行 
金融斡旋（無担保・無保証・低利融資紹介等） 
経営の相談・指導 
講習会・講演会 
経営診断 
無料法律相談 
専門家紹介（エキスパート・バンク） 
労働保険 
社会保険 
商工貯蓄共済制度 
全国商工会経営者年金制度 
全国商工会経営者休業補償制度 
中小企業ＰＬ保険制度 
小規模企業共済制度 
中小企業倒産防止共済制度 
中小企業退職金共済制度 
特定退職金共済制度 
商店街整備 
地域産業起こし 
各種イベント開催 
表13：商工会の主要提供サービス
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４．４　ニュービジネス紹介・起業支援強化
地域の経済に活力を与える意味では新しいビジネスを連続的に紹介する業務が今後ますます重要になってくる。
経済社会の急激な変化によって常に新たに発生するビジネスフィールドがある。近年では、アニメ・キャラクター
グッズ等を販売するアニメ・トーイ系ビジネス、家庭内の通常の洗濯を短時間で処理するスーパーランドリービジ
ネス、高齢者向けの健康的な食事を提供するメディカル・フードサプライビジネス、パソコンの総合アドバイスを
行なう PC アドバイスビジネス、シニア専門の海外トラベルビジネスなどが各地域で伸びている。そのようなニュ
ービジネスフィールドを積極的に情報発信することが商工会のプレゼンスを高めていくことになる。ニュービジネ
スは全く新規の分野だけでなく、既存の業種の中で経営手法に大胆な変革や新規性を導入するところからも生まれ
る。ニュービジネスの情報については、社団法人日本ニュービジネス協議会連合（JNB）とのコンタクトが有効で
あろう。JNB は日本のニュービジネスのあらゆるフィールドにおける情報提供・交流を手がけている。
新たな起業への支援を商工会が積極的に行なうこともさらに重要になってくる 。地域にあっても特定の企業組
織に属して一生涯働くライフスタイルから自ら企業・店を起こすようなライフスタイルを選択する人が増えている。
商工会が取り組める役割としては、従来からの金融斡旋等による起業の際の seed moneyの支援から、地域の関連産
業、販路等経営の多様な要素に関する情報提供まで多様なことが考えられる。ベンチャービジネスの教育に関する
情報を提供するのも有効である。体系的なベンチャービジネス教育は世界でも新しい分野であるが、近年ベンチャー
ビジネスの分野も体系的な教育プログラムが形成されてきている。例えば、アメリカで最も高く評価されているベ
ンチャービジネス教育としてボストンのバブソンカレッジ（ Babson College ）のベンチャービジネス教育プログラ
ムがある。日本の各地域の大学等でもベンチャービジネス教育を提供する所が増えている。商工会がそれらの教育
機関等と連携してベンチャービジネスの手法に関する情報を提供することも有効である。
４．５　地域総合振興業務の拡大
国の本格的な地方分権の推進施策によって、ますます地域にあっては自立とその自己展開力の発揮が求められて
くる 。商工会に対しても従来からの経営支援業務以上に地域の総合的振興にいかに貢献するかが重要になってき
ている。経営支援以外で地域の福祉に貢献する業務である地域総合振興業務を拡大する必要がある。特に、純粋な
民間セクターによるサービスが従来の商工会提供サービスと鋭く競合する地域ほど地域総合振興業務を拡大する意
義は大きい。例えば、商工会が人材育成の一端を担うことが考えられる。高校・大学のインターンシップ制度と連
携し、若者を積極的に事務局の職場に招き訓練する場を提供することもできる。又商工会の会員には多様な業種が
存在することから、商工会が会員事業者と高校・大学とのインターンシップでの仲介役になることもできる。
４．６　大手・中堅企業参加の拡大
全国の地域において大企業・中堅企業が商工会に入っていないケースがある。これは大型量販店・大型ホテル等
の大企業・中堅企業が旧来からの商工会所属の小規模事業者と市場で鋭く競合することから入らない場合や、大都
会本社の支社スタッフに地域意識が理解できないことからおきている場合がある。しかし、企業の社会的責任
（Corporate Social Responsibility : CSR）の考え方が高まる中でエリアでビジネス展開する経営体力がある大企
業・中堅企業が地域の公共的利益拡大を使命とする経済団体である商工会に所属しないのは社会的倫理に反すると
も考えられる。大企業・中堅企業の担当者と粘り強く交渉を展開し先方の状況・意見も十分に理解しながら、商工
会への協力を依頼することが重要である。行政サイドからアプローチしてもらうことも有効であると考える。
５．新潟県商工会の合併問題
1990年代後半以降全国の行政サイドで急速な合併が展開された。新潟県内でも商工会がある行政エリアで合併が
急速に進んだ。対照的に新潟県内の商工会の統合はなされていない 。そのため一つの行政エリアに複数の商工会
が存在する状況になっている。また、商工会設置エリアに商工会議所が存在するエリアも複数出てきている。商工
会の名称は行政合併前の旧来のエリア名称がついたものになっている場合が多いので、行政合併したエリアの一般
（６）
（５）
（４）
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住民からすると行政区の名称が新しいものになったのに商工会が旧来の名称を使って存在していることが奇異に映
る場合もある。逆に、各商工会の会員（商工業者）からすると、行政よりミクロ単位で組織されていることがきめ
の細かいサポートに通じるという考えもある。
表14は新潟県の近年の行政合併後の行政区分と商工会の配置、又商工会議所の配置を整理したものである。
行政区分 商工会 商工会議所 
山北町 山北町商工会 
朝日村 朝日村商工会 
神林村 神林村商工会 
荒川町 荒川町商工会 
胎内市 中条町商工会 
 黒川村商工会 
新発田市 豊浦商工会 新発田商工会議所 
 加治川商工会 
 紫雲寺商工会 
聖籠町 聖籠町商工会 
関川村 関川村商工会 
新潟市 豊栄商工会 新潟商工会議所 
 新潟西商工会 
 赤塚商工会 
 酒屋町商工会 
 白根商工会 
 小須戸商工会 
 横越商工会 
 岩室商工会 
 西川商工会 
 黒崎商工会 
 味方商工会 
 潟東商工会 
 月潟商工会 
 中之口商工会 
 巻町商工会 
阿賀野市 安田商工会 
 京ヶ瀬商工会 
 水原商工会 
 笹神商工会 
五泉市 村松町商工会 五泉商工会議所 
阿賀町 津川商工会 
 鹿瀬商工会 
 上川商工会 
 三川商工会 
三条市 下田商工会 三条商工会議所 
 栄商工会 
田上町 田上町商工会 
弥彦村 弥彦村商工会 
表14：新潟県各地域の商工会
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燕市 分水町商工会 燕商工会議所 
 吉田町商工会 
出雲崎町 出雲崎町商工会 
見附市 見附商工会 
長岡市 寺泊町商工会 長岡商工会議所 
 和島村商工会 
 与板町商工会 
 中之島町商工会 
 関原地区商工会 
 二和地区商工会 
 越路町商工会 
 三島町商工会 
 小国町商工会 
 山古志商工会 
 栃尾商工会 
川口町 川口町商工会 
魚沼市 堀之内商工会 
 小出商工会 
 湯之谷商工会 
 広神商工会 
 守門商工会 
 入広瀬商工会 
南魚沼市 大和商工会 
 六日町商工会 
 塩沢町商工会 
湯沢町 湯沢町商工会 
十日町市 川西商工会 十日町商工会議所 
 水沢商工会 
 中里商工会 
 松代町商工会 
 松之山商工会 
津南町 津南町商工会 
柏崎市 黒姫商工会 柏崎商工会議所 
 北条商工会 
 西山町商工会 
 高柳町商工会 
刈羽村 刈羽村商工会 
上越市 安塚商工会 上越商工会議所 
 浦川原商工会 
 大島商工会 
 牧商工会 
 柿崎商工会 
 大潟商工会 
 頚城商工会 
 吉川商工会 
 三和商工会 
 中郷商工会 
 板倉商工会 
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表14に示される通り、新潟県においては大半の行政区分において複数の商工会が存在することになっている。し
かも10ヶ所において商工会議所が併存している。現在各地域の商工会の合併あるいは単独存続の選択が大きな検討
課題になっている。実際、商工会の合併には複数の利点もあればその実現への重大な隘路も存在する。
合併の利点としては以下のようなことが考えられる。第１に合併した場合に組織が拡大し戦術的には拡大した組
織力を背景に行政等へのバーゲニング・パワー（交渉力）が増すことになる。各商工会はその財政を部分的に行政
の補助金に依存している。補助金支給・補助金額自体に法的バックボーンがあるわけではなく行政と各商工会の交
渉によって決定されていることを考えると、バーゲニング・パワーの拡大の意義は大きい。第２に合併は職員の能
力向上につながる。新潟県の地域商工会の平均職員数は５名と極めて少ない。少ない人員で金融・税務・労務・地
域福祉などの多様な業務をこなすことになっている。合併によって職員間での専門化が進めば事務局の組織力は向
上する。第３に会員間での広域交流によるビジネス・チャンスの拡大も考えられる。合併による情報交流・人的交
流の恒常的拡大は会員間での事業チャンスに連動する可能性がある。第４に地域でのプレゼンスの拡大につながる
ことが考えられる。商工会とは直接関係ない一般住民に合併してスケールを拡大して業務をブラッシュアップした
姿を示すことが地域での商工会の存在感を高めることになる。
しかし、合併への隘路も複数存在する。第１に財政力格差の問題がある。エリア内での商工業者の団結が強く特
に主要な自主財源である会費・商工貯蓄共済事業等受託料が潤沢な財政力がある商工会は、財政力が劣化している
商工会との合併を回避したがる傾向がある。第２に組織率格差の問題がある。法的にはエリア内商工業者の組織率
が50％に達しない場合は商工会は解散することになっている。組織率が高い商工会が極端に組織率が低い商工会と
の合併を躊躇するのは当然と考える。
現段階では商工会の合併は慎重に進められている。エリアの会員にとって単独商工会のままで運営することにメ
リットが大きい場合は単独存続を選択すべきであるが、中長期的にスケールメリットを生かして統合することがベ
ストな選択と多くの会員が判断しているならば、無為に時間をかけることは許されない。年々多様な変化の中で小
規模事業者の置かれている環境は劣化しているからである。状況によってはトップダウン的なスピーディーな統合
を進める必要があると考える 。（７）
 清里商工会 
 名立商工会 
妙高市 妙高高原商工会 
 妙高商工会 
糸魚川市 能生町商工会 糸魚川商工会議所 
 青海町商工会 
佐渡市 両津商工会 
 相川町商工会 
 佐和田商工会 
 金井商工会 
 新穂商工会 
 畑野商工会 
 真野商工会 
 小木町商工会 
 羽茂商工会 
 赤泊商工会 
＝商工会名称が市町村等行政区分名称と 
　一致しないエリア （2006年３月31日時点）
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おわりに
戦後の日本経済の発展過程において商工会の果してきた役割は大きかった。全国の各地域にあって金融斡旋を中
心とした各種のサービス提供等総合的な経営支援によって、商工会は小規模事業者を実質的に保護し発展させてい
った。もし商工会が存在していなかったならば消滅していた小規模事業者は極めて多かったと考える。
伝統的商店街衰退への対策、自主財源拡大の必要性、急速な行政合併への対応等、商工会が直面する課題は多い。
近年地域において人々は偉大なる独立心を連想し起業を志向する人が着実に増えている。アメリカでは小規模事業
をSmall Businessと呼び、やがて大企業へも急成長する可能性もあるといった肯定的なイメージをその言葉に抱く。
事実、アメリカ人の多くが Small Business に挑戦する。今後は創業支援に商工会の役割が大きくなると考える。又
本格的な地方分権の推進によって地域の自立・地域の自己展開力の発揮が求められる時代に入っていく中で、従来
からの事業者への経営支援業務以外の地域でのイベント支援、環境美化、景観創造、人材育成、タウン・ビジョン
提示等の地域の総合振興に商工会が大きく貢献することも重要になってくると考える。
地域の特質は極めて多様である。歴史、産業構造、人口構成、行政との関係等、多くの点で地域は異なる。中央
集権的政策のような一律の政策展開では地域を洗練されたものにすることはできない。地域の実情に合った政策展
開が必要である。この点において地域の現実を最もよく把握したグラスルーツ型組織である商工会の使命は大きい。
事務局スタッフの戦略的ポジション配置の検討、結集の恒常化、所属メリットのアピール、ニュービジネス紹介・
創業支援業務の拡大等によって組織力を向上させながら、時代の変化、地域ニーズの変化に迅速かつ大胆に対応し
て地域の社会経済をリードする機関に商工会が発展することを期待する。
註
１）1960年に商工会法が成立し全国で商工会結成が開始された。当時商工会を結成しなければならなかった背景と
しては、少数の大企業と全国に存在する圧倒的多数を占める小規模企業との極端な経済格差があった。格差を
是正するために全国の小規模事業者を一律に底上げするというのが商工会の第一の目的であった。
２）商工会と商工会議所には多様な相違点がある。即ち、根拠法に関しては商工会の根拠法が商工会法であるのに
対して、商工会議所は商工会議所法である。所管官庁は商工会が経済産業省中小企業庁であるが、商工会議所
は経済産業省経済産業政策局である。事業内容に関しては、商工会が小規模事業施策が中心であるが、商工会
議所は中小企業支援を中心にしつつ国際的活動を含めて幅広い事業を展開することになっている。設立エリア
としては、商工会が町村中心に設立されるのに対して、商工会議所は市中心に設立されてきた。
３）商工会法第11条には以下のように商工会の事業範囲が詳細に明記される。
即ち、「商工会は、第３条の目的を達成するため、次に掲げる事業の全部又は一部を行うものとする。
１．商工業に関し、相談に応じ、又は指導を行うこと。
２．商工業に関する情報又は資料を収集し、及び提供すること。
３．商工業に関する調査研究を行うこと。
４．商工業に関する講習会又は講演会を開催すること。
５．展示会、共進会等を開催し、又はこれらの開催のあっせんを行うこと。
６．商工業に関する施設を設置し、維持し、又は運用すること。
７．商工会としての意見を公表し、これを国会、行政庁等に具申し、又は建議すること。
８．行政庁等の諮問に応じて、答申すること。
９．社会一般の福祉の増進に資する事業を行うこと。
10．前各号に掲げるもののほか、商工業者の委託を受けて当該商工業者が行うべき事務（その従業員のための
事務を含む。）を処理し、その他商工会の目的を達成するために必要な事業を行うこと。」とある。
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４）1999年末に中小企業基本法が改正され、国全体の中小企業政策・小規模企業政策に大きな転換が始まった。経
済の二重構造の格差是正のために中小企業全体を底上げする政策から転換し、小規模企業等の大胆な経営革新
や起業を支援する政策に変化してきている。特に起業促進は今後もますます強化されていくと予想される。
５）多極分散型国土形成の方針、三位一体改革や道州制等の議論の進展によって、将来的には本格的な地方分権が
実現し地域主導型社会に移行すると予想される。
６）新潟県商工会の歴史的発展のポイントとしては、1961年新潟県商工会連合会設立、1970年商工貯蓄共済制度発
足、2002年新潟県産業界の B to B の仮想工業団地である「 e にいがた工業団地」構築等が重要である。
７）一般的に行政合併への商工会の対応としては、完全な合併統合という形ではなく、複数商工会の「広域連携」
という形態もある。佐渡市にある10の商工会は広域連携方式によるゆるやかな連合を実現している。
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